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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　韓国大統領が憲法裁判所で罷免の宣告へ、朝日新聞オピニオンの小此木慶大名誉教授と劇作家平田オリザ氏の論評に注目
　3月10日、お隣の国韓国では、現職の大統領が国会から弾劾訴追され、憲法裁判所から罷免を宣告される事態になってしまった。史上初めての事だという。韓国という国をどのように理解したらよいのか、近くて遠い国だと思い続けてきたが、11日の朝日新聞の朝刊で小此木政夫慶応義塾大学名誉教授と劇作家平田オリザさんの論評がとても参考になった。とくに、二人の専門家が韓国の政治や社会の抱える特徴を、日本との対比を考慮されながら、明快に論評されている。
　小此木教授の「制度圏」と「運動圏」の2層の相克による分析
　小此木教授は、政治の特徴について次のように指摘されている。
　「韓国政治は政府や議会、政党政治で構成される『制度圏』と、知識人や学生の運動がもたらす『運動圏』の二つが動かして」いると捉えておられ、今回ほど「制度圏」と「運動圏」の対立が激化したことは無く、収拾が不可能になるのを憲法裁判所が救済した、と見ておられる。この「運動圏」について、過去の王朝の歴史や日本の植民地支配の時期、さらには60年代以降の学生運動に見られるように権力に抵抗してきた歴史を持っているわけで、われわれが想像する以上に「参加民主主義」の要素が強いと分析される。日本は、「代議制民主主義」の要素が強いこととの違いを指摘される。たしかに、納得的である。
問題は、次の大統領が選出されたら新大統領が為すべきことは『運動圏』を説得する必要があることであり、その一つの問題として、日本と韓国との間で合意した慰安婦問題がある。この問題について、両国間の「制度圏」の合意はできたが、「運動圏」の合意に至っていない事の是正が重要になる。その為には、新大統領の選出前までには、日本に一時帰国させている韓国大使を韓国に帰任させる必要があることを指摘されている。いつまでも国交断絶に近い状態を是正していくべきであり、まことに重要な指摘と言えよう。新政権とのきちんとした関係構築が、今こそ求められている時は無いのかもしれない。
平田オリザ氏の「地縁型社会」と「血縁型社会」による分析
　もう一人のコメントをしておられる平田オリザさんは、韓国と日本との違いに触れられ、日本は地震など「天災」が多く皆で耐え忍ぶしかなく、土地に執着し「地縁型の社会」になるが、韓国は「戦災」が多い国であり、戦災には敵が責めてきたら散り散りになって逃げるが、避難先で頼れるのは家族や親戚で、強固な人のネットワークを維持する「血縁型社会」になると指摘される。韓国で、何時ものように起きる大統領の親戚や関係者のスキャンダルの底流にある背景を説かれている。なぜ韓国では、大統領を辞めた後親戚関係者のスキャンダルの追求が出てくるのか、なかなか理解しにくかったのであるが、こうした歴史的な背景を知れば、少しは理解できたように思われる。
　平田さんは、小此木教授が指摘される「制度圏」ではなく「運動圏」の範疇の一分野である演劇において、優等生とも言われるほど日韓の交流や相互上映が盛んになっていることを指摘され、外交関係が悪いからこそ、文化交流や相互理解を更に深め、人々の結びつきを強めて行く必要性を指摘されている。どしどし進めて欲しいものだ。
　日本も韓国も先進国に追いついたのだが、セーフティネットは?
　それにしても、近くて遠い国になっている韓国の動きについて、もっとよく理解する必要性があることは間違いあるまい。つい最近、OECDによる2015年の一人当たり購買力平価でみたGDPの水準を見て驚いたのは、日本と韓国は3万5千ドル前後でほとんど違いがなくなったことである。日本経済の落ち込み(第18位)と、韓国経済の追いつき(第19位)が進んでいる事実も確認しておくべきだろう。というより、日本も韓国も同じ先進国というレベルに追い付いたと見るべきなのだ。両国は、ともに格差の拡大が顕著に進み若者の不安定雇用が増大している事に大きな特徴が出てきているが、韓国の医療や雇用、住宅といった国民を包む安全網、即ち「公的社会支出」のレベルはGDP比で10,4%、それほど高くない日本でも23,1%と半分以下の低レベルでしかない。先進国最低のセーフティネットの改善こそ、今の韓国では切実に求められているのではなかろうか。
　翁教授、先進国経済の直面する課題、自然利子率低下の克服を!

人口の停滞、イノベーション不足、貧富の格差拡大などの改革へ
　さて、前号まで紹介してきた翁邦雄京大教授の『金利と経済』について、取り上げてみたい。

　結局のところ、翁教授は日本が直面しているデフレの問題は、先進国に共通した低成長の背後にある人口の伸びの低下やイノベーションの落ち込み、更には貧富の格差の拡大といった問題があり、需要の不足による自然利子率の低下という問題に直面している事を指摘される。とりわけ、日本は人口の絶対的減少の世界に入っており、アメリカなどとは様相が異なっている。この問題に中長期的に解決しなければ、自然利子率の回復は極めて困難であり、イノベーションの増大によってカバーできるほどの成長は、先進国に追いついた現在、多くは期待できない。追いつくためには先進国技術の模倣で足りたのだが、独創的なイノベーションはなかなか出来そうで出来るものではない。さらに、貧富の格差の拡大は、限界消費性向の高い低所得層から低い富裕層へと所得移転が拡大し、それだけ内需の低下をもたらし成長率を低下させてしまう。
金融政策では、需要の前倒しは出来ても、成長は高められない
　こうした問題を解決していくためには、金融緩和政策では不可能であったことが、日本のゼロ金利政策以降の20年近い実践で証明されていると分析されている。クルーグマン教授の期待に働きかける政策は、日本の人口動態を知るにつけ、思い通りにいかなかったことを吐露されている。ゼロ金利になれば、金融緩和の効果はほとんど見られなくなり、マイナス金利を導入しても、かえって問題を深刻化させてしまう。つまり、金融政策は需要の先食いは実現できても、成長率を高める効果は期待できない事を示している。

　それでは、財政政策による需要拡大の効果はどうだろうか。確かに、公共事業や一般的な減税によって一時的には効果が出るが、それ自身も需要の先食いにしかならず、国の抱える借金の総額はGDPの総額を超し、天文学的なレベルに達している。それを増税ではなく中央銀行のファイナンスで賄うヘリコプターマネーや、シムズ教授の「財政の物価水準(FTPL)」でもってファイナンスする考え方が出ているのだが、とても責任ある提案とは見ていない。積み上がった借金は、いずれ増税なのか、歳出カットなのか、あるいはインフレという実質的な大増税によって国民の負担となって跳ね返ってくるだけなのだ。

　金融政策の出口戦略について、岩村早稲田大学教授の提案に言及
　では、今後2%のインフレが実現できたとして、どのような出口戦略を取るべきなのだろうか。出口戦略について、日銀ＯＢの岩村充早稲田大学教授の提言されている「日銀保有国債の変動利付永久債化プラン」を取り上げている。この「岩村提案」は、出口戦略として考えなければならない3つの課題を同時に解決するための模索の一つと評価されている。すなわち、
1 財政の持続性に懸念を与えることを避け、財政に過大な負荷をかけることを避ける事

2 中央銀行の自己資本を大きく既存させて金融政策の自由度を失わせないようにすること

3 金融システムの安定性を維持すること。この点は、民間銀行のバランスシートを棄損させないという事につながっていく。

詳しい提言の中身については、233頁の図表8－5「岩村教授の提案するスキーム」を参照して欲しい。この提言においても、財政規律をどう担保するかがカギを握ると指摘されていることを強調しておこう。

翁教授、石橋湛山の経済政策に注目、ボトルネック解消策と国民経済の健全性に資する物価安定策こそ求められている
　最後に、今後の政策はどうあるべきなのか、翁教授は第二次世界大戦終了後の経済再建に立ち向かった石橋湛山の政策に注目する。それは、当時の日本経済のボトルネックの解消こそ重要であり、石炭不足の解消にむけて傾斜生産方式を生み出したことから学ぶべきだと主張される。さらに、湛山の経済政策は物価安定そのものが目標ではなく、日銀法に明記されているように物価安定は「国民経済の健全な発展に資すること」を理念としており、国民経済の発展に要請される物価水準は状況によっては高くも低くもなり得るのではないか、と指摘されている。黒田日銀への痛烈な批判になっていると読んだのだが、どうだろうか。
　いまの日本経済にとって、ボトルネックは人口動態と向き合う必要があり、中長期的な課題である少子化の解消に向けて、あらゆる努力を傾けて行く必要があることを指摘される。アベノミクス第2弾が打ち出した「希望出生率」1,8ではなく、人口の維持ができる出生率2,07以上が実現できるように努力することこそが重要になっていることを指摘される。
　さらに、第2弾にある「介護離職ゼロ」に関して、高齢社会が抱える様々なニーズに対応したイノベーション、例として認知症治療薬の開発であるとか、介護ロボットをはじめとする様々な問題の解決を図ることの重要性を指摘される。高齢者のニーズはこれからも拡大するわけで、まさに「必要は発明の母」なのであり、イノベーションの宝庫でもあることを強調される。
　付け加えられるべきは、貧富の格差の縮小に向けた所得再分配政策の強化も内需の拡大に向けた政策として重要になってくる。翁教授は、その点について全面展開しているわけではないが、経済の成長にとって良い働きをすることも示唆されておられる。

　なかなかの好著であり、一読を勧めたい。
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